
電気事業  発電事業

事業環境

取り組み方針

よんでんグループの強み
■  電化の推進やデジタル化による市場規模の拡大
■  カーボンニュートラル推進と安定供給維持の両
立への期待

❶ 電源の新陳代謝／低・脱炭素化の推進による競争力の継続的な確保
❷ 発電分野の低･脱炭素化ニーズに応える新たな取り組みの検討

■  四国エリアの安定供給に欠かせない規模の電源
を保有・運営

■  脱炭素化に向けたトランジションロードマップを
策定・推進

電源構成の考え方

　エネルギーの大部分を輸入に頼る日本では、エネルギー

政策において、S（安全性）＋3E（安定供給、経済効率性、環

境適合）をバランスよく達成することが重要です。特に近年

は、地政学リスクを踏まえたエネルギー安全保障への対応

の必要性、老朽火力の廃止などによる国内の供給力不足懸

念、DXやGXの進展に伴う中長期的な電力需要の増加見通

しなどにより、改めて電力の安定供給と脱炭素電源の確保

の両立が強く意識されています。

　こうした情勢を踏まえ、政府は、第7次エネルギー基本計

画（2025年2月18日閣議決定）で、 2040年度における電源

構成の見通しとして、再生可能エネルギーが4～5割程度、

原子力が2割程度、火力が3～4割程度と示しています。

当社としては、エネルギー供給を支える責任ある事業者と

して、こうした政府の方針も踏まえながら、電力の安定供給

やGX実現に向けて、中長期的な視点で電源構成の在り方

を検討しています。

　具体的には、基幹電源と位置づける伊方3号機（原子力）

について、安全・安定運転の継続を基本に有効活用すると

ともに、再生可能エネルギーについては、既存水力発電所

の最大活用や新規電源開発を積極的に進めていく方針とし

ています。また、火力発電所については、電力需要に対応

する供給力、再生可能エネルギーの出力変動を補完する調

整力として重要な役割を担っていることから、脱炭素化技術

の進展や経済性を見ながら、低・脱炭素化の推進や電源の

新陳代謝を図っていきます。

電源ごとの活用方針

地域を照らすチカラになる
～事業活動による価値創造～
P.37 電気事業

 P.37 発電事業

 P.40 電力小売事業

 P.41 送配電事業

P.42 建設・エンジニアリング事業

P.43 脱炭素電力供給事業・エネルギーソリューション事業

P.44 国際事業

P.45 情報通信事業

活用方針

原子力 良質で安定的な電力供給を支える基幹電源として、安全性の確保を大前提に、引き続き有効活用

再生可能エネルギー 国内外での新規開発を積極的に行うほか、既設水力の出力増強を進めることで導入量を拡大

ガス火力 LNGコンバインドサイクル機（坂出1・2号機）を中心に、供給力や調整力として継続的に活用するとともに、水
素レディで相対的にCO2排出量の少ない高効率なLNG火力の建設を推進

石炭火力 環境負荷の低減を図りながら供給力や調整力として一定程度活用

石油火力 高需要期や電源トラブル時の供給力として活用
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原子力発電所

運転管理・保全の実施
　伊方発電所では、安全・安定運転の継続のため、常時、

24時間体制で設備の運転監視・巡視を行うとともに、13ヵ

月以内に1回、運転を停止し、法定の定期検査を行っていま

す。2025年3月には、2034年12月までの経年劣化管理・保

全計画について策定した長期施設管理計画が原子力規制

委員会から認可され、30年超運転に向けた運用が始まりま

した。今後も、計画的な運転管理・保全を、責任をもって

実施していきます。

オンライン・メンテナンス（運転中保全）導入に 
向けた挑戦
　3号機一基体制となり、定期検査や工事の頻度が減少す

る中でも、作業員の量と質を確保し、技術力の維持・継承

を図るため、プラント運転中に設備の一部を切り離して点

検を行うオンライン・メンテナンスの現場実証を行いました。

オンライン・メンテナンスでは、定期検査期間に集中的に実

施されていた点検作業を、プラント運転中に実施すること

で、作業負荷を平準化することが可能となるため、入念な

事前準備・作業環境の改善による安全性の向上も期待でき

ます。現場実証実験にあたっては、原子力安全上のリスクが

十分に小さいことを評価するとともにし、リスクの程度に応

じた代替措置などを用意のうえ、非常用ディーゼル発電機

や高圧注入ポンプ負荷用遮断器の点検作業を行いました。

使用済燃料乾式貯蔵施設の運用開始
　伊方発電所で発生した使用済燃料を青森県六ヶ所村の

再処理工場へ搬出するまでの間、一時的に貯蔵する施設と

して、新たに乾式貯蔵施設を設置することとし、2025年7月

より運用を開始しました。

　乾式貯蔵施設では使用済燃料を乾式キャスクと呼ばれる

金属製の頑丈な容器に収納して密封し、空気の自然対流で

冷却する仕組みを採用しています。冷却に水や電気を使用

しないため安全性に優れており、また乾式キャスクは使用済

燃料を輸送専用の容器に詰め替えることなく再処理工場へ

搬出することができる、輸送・貯蔵兼用となっています。

火力発電

坂出発電所5号機の新設
　高経年化が進む既設火力発電設備の将来的な代替活用

を見据え、CO2 排出量が少ない最新鋭の高効率LNGコンバ

インドサイクル方式を採用した坂出発電所5号機の建設計

画を進めています。

　本プロジェクトでは、長期脱炭素電源オークションの活

用を前提に、2050年カーボンニュートラルの実現（→P.28）

に向け、将来の水素混焼にも対応可能な設備計画としてい

ます。

1号機 2号機 3号機 4号機 5号機（予定）

原動力 ガスタービンおよび汽力 汽力 ガスタービン
および汽力

出力 
（万kW） 29.6 28.9 45 35 約60

燃料 天然ガス 重油、原油、
COG*

天然ガス、
COG* 天然ガス

運開年 2010 2016 1973 1974 2031年以降

*COG：コークス炉ガス

坂出LNG火力発電所（香川県）全景

燃料調達 
　国際情勢の影響を

考慮しながら、安定

性と経済性を両立さ

せるとともに、電源の

稼働状況に合わせて

柔軟に対応できるよ

う、戦略的な燃料調達を実施しています。また、将来に向

け、坂出5号機の新設などに伴う所要量増加を見据えた調

達ポートフォリオの検討や、アンモニア、水素など次世代燃

料のサプライチェーン構築を進めています。

さらなる安定運転に向けた設備監視の高度化（DX）
　火力発電所では、発電所員が日々の点検・巡視を入念に

実施するなど、設備の運転・保守に細心の注意を払いなが

ら安定運転に努めています。

　こうした運転・保守の高度化を目指した新たな取り組み

として、発電所に蓄積された膨大な運転データをAIにより

解析し、正常時のパターンを学習させることで、異常予兆を

早期に自動検知・警報発報するシステムを導入しました。異

常予兆の早期発見に貢献した実例もあり、需給損失の未然

防止など、安定的な供給力・調整力の維持につながってい

ます。

坂出LNG基地に着岸しているLNG船

　原子力発電の安全性のさらなる向上に向けて、技術力
や現場力の維持・向上を図るため、原子力保安研修所内
に、研修スペース「トラブルからの学び舎～教訓を明日へ
つなぐ～」を新たに設置しました。
　従業員の世代交代が進む中でも、伊方発電所で過去に
経験した設備故障やトラブルから得られた教訓・知見を確
実に次世代へ継承していくため、パネルや模型、動画など
を用いて、原因、対策、社会への影響などを分かりやすく
解説して展示しています。

電気事業  発電事業

COLUMN 　トラブルからの学び舎
や

オンライン・メンテナンスを実証した非常用ディーゼル発電機

水力発電

安定供給に向けた揚水発電所の活用
　近年、太陽光発電の大幅な増加に伴い、蓄電・需給調整

の機能を果たす揚水発電所の重要性が高まっています。当

社の揚水発電所である本川発電所（1・2号機合計で最大出

力61.5万kW）では、従来の昼間ピーク時間帯の発電に備え

て深夜電力で揚水する運用から、昼間に余剰となる太陽光

発電を吸収するために揚水し、夕方以降の需要増加時に発

電する運用に変わってきており、2024年度の運転時間は10

年前の約2倍程度まで増加しています。

　このため、高稼働下における適切な設備保全が重要になっ

ており、継続的な設備データの収集・分析などにより、設備

の適正な点検・取替周期の把握に努めています。

本川発電所（高知県）
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電気事業  電力小売事業 電気事業  送配電事業

ご家庭向けメニュー・サービスの拡充

　会員制Webサービス「よんでんコンシェルジュ」を通じ、

各種キャンペーンやポイントサービスを展開・拡充するなど、

付加価値サービスの提供を行っています。

　また、春・秋の軽負荷期の昼間を中心に太陽光発電など

の出力制御が増加している状況を踏まえ、昼間時間帯に沸

き上げを行うエコキュートを設置されたお客さまを対象とし

た料金プラン（昼トクeプラン）の提供を開始し、電化住宅の

普及促進とともに再エネの有効活用にも取り組んでいます。

「昼トクeプラン」の料金単価の概要

春・秋の昼間時間帯の料金単価を安価に設定しています。　

安定供給の確保、自然災害への備え

　四国電力送配電（株）では、今後、高度経済成長期に建

設した設備の更新が増加していくことから、設備のリスク量

（故障確率×故障影響度）や施工力を加味した設備更新計

画を策定し、着実に更新を進めていくことで、安定供給の

維持を図っています。

　また、各種の自然災害に備え、設備対策や関係機関との

連携強化を進めています。2025年3月に愛媛県今治市周辺

で山林火災が発生した際には、他の一般送配電事業者から

応援を受けて電源車110台、約1,000名が集結し、広範囲の

停電に備えた万全の

体制を構築しました。

法人お客さまへの提案営業の強化

　一定規模以上のお客さまに専任の担当者を配置し、対面

営業でお客さまとの関係を深めながら、ニーズに応じた料

金プランの提案やエネルギーコンサル（→P.43）を実施して

います。専任担当者による個別対応が難しいお客さまにつ

いては、四国地域に強固な営業基盤を持つ提携事業者の活

用やダイレクトメールなどで提案営業を実施しています。

CO2フリーメニュー

　お客さまからの脱炭素・低炭素ニーズに応えていくため、

ご使用量の規模やエリアを問わず、幅広い層のお客さまを

対象にCO2フリーメニューを提供しています。

四国エリア外での販売活動
　四国エリア外での販売については、電源調達状況を踏ま

えつつ、提携事業者の活用や入札案件への参画などにより

新規獲得を進めています。

再エネの大量導入に向けた取り組み

　送電線などの空き容量の活用により、設備を増強せずに

再エネを受け入れるノンファーム型接続を進めるとともに、

2025年4月には系統混雑処理システムの運用を開始し、系

統混雑が発生した際にも再エネの優先的な利用と系統の安

定運用を両立できる体制を構築しています。また、きめ細

かい発電量の調整が可能な太陽光発電設備のオンライン化

を推奨する取り組みや、ピークシフト割引などによる軽負荷

期・軽負荷時間帯への需要シフト促進などの実施により、太

陽光発電などの出力制御量の低減を図っています。

　2024年11月9日夜、四国エリアにおいて、最大36万5千300
戸、最長約1時間半の停電が発生しました。本件は、四国と
関西を結ぶ「阿南紀北直流幹線」の系統操作に関し、四国電
力送配電（株）と共同運用者である関西電力送配電（株）との
間で、操作内容の認識に齟齬がある状態で、想定外の操作を
行った結果、関西向けの電力潮流が急増し、四国エリアの需
給バランスを保つための装置（周波数低下リレー）が動作して

停電に至ったものです。
　本件の原因調査結果および再発防止策に関して、四国電力
送配電（株）は同年12月に関西電力送配電（株）と連名で報告
書を経済産業省に提出しており、同様の事象を二度と起こさ
ないよう、両社間の申合書の記載内容の見直しや系統制御装
置の改造など、運用面･設備面での再発防止策の徹底に取り
組んでいます。

事業環境事業環境

取り組み方針
取り組み方針

よんでんグループの強みよんでんグループの強み
■  安定供給確保に対する社会からの関心の高まり
■  カーボンニュートラル実現に向けた再エネ大量導
入への期待

■  レベニューキャップ制度に基づく事業運営

■  人口減少や省エネなどの進展
■  データセンターなど産業用需要拡大
■  脱炭素化進展による非化石電気の需要拡大

❶  一層の中立性・公平性確保の下、地域社会から信頼される存在であり続けるため、安定供給と安全を最優先
する組織風土を継承

❷  安定供給の維持に必要な運用・保守および高経年化設備の計画的な更新など、レベニューキャップ制度に 
おける事業計画を着実に実施

❸ 再エネの大量導入に向けた送配電ネットワークの次世代化

❶  今後の需要増加も踏まえた新規需要の獲得と付加価値サービスの提供を通じ、販売規模を拡大
❷  脱炭素電源やコスト競争力のある電源の確保・活用などによる、収益性の向上

■  安定供給を支える強い使命感
■  地域社会からの信頼
■  送配電ネットワークの構築や運用・保守に関する
高度な技術力

■  四国地域を中心とした顧客基盤
■  電気事業や脱炭素ソリューションなどエネルギー  
に関する知見・ノウハウ

　大規模データセンター（DC）の誘致は、電気事業の安定的
な需要創出に資するだけでなく、四国経済の活性化や国内の
デジタルインフラ強化にもつながる重要なテーマです。
　ワット・ビット連携をはじめ、DCの地方分散立地・脱炭素
化が政策的、社会的課題として取り上げられる中で、当社は
誘致の実現を見据え、パートナー候補との情報交換・関係構
築に注力しています。

　2024年8月には、社内横断の「DC誘致推進室」を立ち上
げ、四国に大規模DCを誘致するために密に連携が必要な域
内の自治体・他事業者との情報交換、当社グループの情報通
信子会社である（株）STNetのネットワークなどを活かした国
内外の事業者との継続的な対話、交渉を行ってきました。今
後も、四国内のDC候補地やデジタルインフラ整備に関する情
報収集・検討を積極的に進めていきます。

COLUMN 　大規模停電を踏まえた対応COLUMN 　 データセンター誘致に向けた取り組み～四国エリアの需要拡大に向けて～

［オンライン化前］

［オンライン化後］

前日に電話・メール
で連絡

当日にインターネット経由で
自動制御 遠隔できめ細やかな

制御が可能

現地での
停止・操作が必要

出力制御機能付PCS

1日当たりの制御時間
8時間

1日当たりの制御時間
3.8時間（平均）

災害時連携協定を結んでいる
イオンモールの駐車場に設置
した拠点

太陽光発電設備のオン
ライン化による効果のイ
メージ
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脱炭素電力供給事業・エネルギーソリューション事業建設・エンジニアリング事業

脱炭素電源関連工事の取り組み事例

二ツ池太陽光発電所
　（株）四電工グループでは、香川県三木町のため池に太陽

光発電所を建設し、2024年12月から運転を開始しました。

ため池という地域特性を生かした水上発電にも対応できる

施工技術を活かし、発電した電力は四国電力を通じて四国

化成工業（株）徳島工場に再生可能エネルギーとして供給

されています。水上設置による温度低減で発電効率も高ま

り、当社グループの技術力が地域の脱炭素化と収益性向上

に貢献しています。

ペロブスカイト太陽電池に関する共同実証事業
　四電エンジニアリング（株）では、積水化学工業（株）の製

造する、軽量で高効率、曲げることが可能なフィルム型ペロ

ブスカイト太陽電池に関する共同実証事業を行っています。

2025年1月には、同社の子会社である頴娃風力発電所（鹿

児島県）へのペロブスカイト太陽電池の取り付け工事を行

いました。風車タワー部への取り付けは全国初であり、今

後は施工性や、火山灰・塵の付着による表面防汚機能など

を検証していきます。

再生可能エネルギー新規開発の推進

　当社グループでは、お客さまの脱炭素電力供給ニーズに

応じた供給力を組成すべく、再生可能エネルギーの新規開

発に力を入れています。

　新中計2030では、国内外計で2035年までに120万kW、

2050年までに200万kWの再エネ新規開発を行う目標を掲

げており、他事業者との協業も活用しながら、目標達成に

向けて取り組んでいきます。 国内  　 太陽光 　　 風力 　　 水力 　　 バイオ　　海外 　 
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エネルギーソリューションサービスの提供 

　脱炭素化ニーズをはじめとする多様なお客さまニーズを

捉え、当社グループの保有する幅広い技術を活かして太陽

光PPA、蓄電池やEV充電サービス、VPP・DRのほか、お客

さまが使用する設備の設計から施工、維持管理までを包括

的に請け負うエネルギーサービスなど、様々なエネルギー

ソリューションサービスを提供しています。

愛媛県西条市における「オンサイト蓄電池事業」 
　今治造船（株）と（株）パワーエックスとの協業のもと、蓄

電システムを今治造船（株）の西条工場東ひうち事業部に

設置し、オンサイト蓄電池事業を実施することとしました。

　電力の安定供給に向け調整力の確保が重要な課題となる

中、蓄電池の充放電を最適に制御する蓄電システムを運用

し、市場における調整力として活用することで電力需給の安

定化と再エネの有効活用を図ってまいります。さらに、蓄

電した電力を活用して

工場の最大需要電力

を制御（ピークカット）

することで、お客さま

の電気料金の削減に

も貢献していきます。

路線EVバスの充電・運行管理サービスの提供開始
　2025年11月、伊予鉄バス（株）に対し、路線EVバスの充

電・運行管理サービスの提供を開始しました。本サービス

では、EVバスの充電にかかるエネルギーコストの削減や運

行計画を考慮した最適な充電計画の策定、走行・充電デー

タのデジタル化などにより、EVバスの運用に係る課題を解

決することで車両の電動化を促進し、地域公共交通の脱炭

素化につなげていきます。

蓄電システムの設置イメージ

（株）パワーエックス製「Mega Power 2700A」
台数2台　蓄電容量（定格）：4.9MWh、PCS出
力（定格）：2MW

事業環境 事業環境

取り組み方針 取り組み方針

よんでんグループの強み よんでんグループの強み
■  人件費、資機材価格の上昇
■  施工力維持・確保の困難化、働き方改革の浸透
■  脱炭素電源関連分野における投資拡大
■  四国域外における受注機会の拡大

■  脱炭素化の政策的推進や脱炭素電力供給への社
会意識・ニーズの高まり

■  お客さまニーズの多様化に伴う多種多様なプレイ
ヤー・技術の登場

❶  持続的な事業運営に向けた事業基盤の整備
❷  成長分野における受注拡大

❶  拡大・高度化する脱炭素電力供給ニーズに応える開発・販売両面からの取り組みの強化
❷  多様なお客さまニーズをとらえた新サービスの開発・推進、成長期待分野での事業展開

■  電力設備の開発、設計、建設、工事におけるノウ
ハウ

■  四国域内外における設計・施工実績

■  再エネ発電設備などの開発・建設・運用のノウハウ
■  エネルギー全般に関する技術力・提案力

　（株）四国総合研究所は、電力・エネルギー分野を中心に、
土木建築、情報通信、エレクトロニクスなど、幅広い分野をカ
バーする技術研究所として、当社グループの調査コンサル、研
究開発の役割を担っています。近年は、世界的にGXの潮流
が加速していることから、水素火炎可視化技術・アンモニアな
どのガス濃度遠隔計測技術を開発するとともに、よんでんグ

ループ以外のお客さまからの研究開発も受託しています。
　また、DX関連の技術開発も行っており、四国電力送配電（株）
の電力スマートメーターを活用した取り組みにおいて、無線接
続可能な水位センサーやWeb監視アプリを開発するなど、グ
ループのDXを支える存在でもあります。

COLUMN 　よんでんグループの現場を支える知と技のコンシェルジュ　四国総合研究所

（万kW）
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IPP事業の参画事例

■ サマルカンド太陽光／蓄電池事業 
（発電出力：100万kW［当社持分：14.4万kW］、 
蓄電出力：66.8万kW）
■ クングラッド風力／蓄電池事業 
（発電出力：150万kW［当社持分：21.6万kW］、 
蓄電出力：30万kW）

カザフスタン

タジキスタン

キルギス

中央アジア

ウズベキスタン

トルクメニスタン

カザフスタン

タジキスタン

タシケントウズベキスタン

トルクメニスタン

サマルカンド

クングラッド

　当社としては中央アジアでの初の参画案件です。火力依

存度が高く、電力需要が増加する中で再エネ拡大を進めて

いるウズベキスタン国の政策に適うプロジェクトで、発電し

た電力は国営の送電公社に販売する計画です。

■  Facility E 発電造水事業 
（発電出力：240万kW、当社持分：26.4KW）

　パリ協定批准国としてCO2削減を進めるカタール国にお

いて、最新鋭高効率のガス火力発電所と海水淡水化設備を

建設・運転する事業です。現地の政府系電力会社などと共

同で事業会社を設立し、設備の運転開始後25年間にわたる

長期契約に基づき、電力と水を販売する計画です。

データセンター事業の高度化

　（株）STNetの運営するデータセンター「Powerico（パワ

リコ）」は、自然災害の少ない香川県高松市にある立地の優

位性と高い信頼性（JDCCの基準で最高水準のティア4）を

有しており、情報資産としてデータの価値が高まるなか、高

いセキュリティ性や大規模災害時のリスク分散を求める金

融機関や自治体などのお客さまにご契約いただいています。

また、再生可能エネルギー由来の電力を利用できるメニュー

など、多様なサービスを提供することで、データセンターの

付加価値を高めています。

　近年は、生成AI技術や高度なシミュレーション技術の発

展により、大量のデータを高速で処理できるGPU（画像処

理装置）サーバーの利用ニーズが急速に拡大していることか

ら、こうしたニーズに対応したサービスの提供を開始してい

ます。

国際事業 情報通信事業

ピカラ光ねっと契約数の推移
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データセンター事業の顧客属性（2024年度末）

※① ,②ともエンドユーザ―の属性
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新規開発目標

　新中計2030では、国際事業について、コア事業である電

気事業での強みを生かし、グループの成長点として注力す

る拡張事業として位置づけています。これまでも、海外の

発電（IPP）事業は、電源種別の多様化や事業パートナーの

拡大などにより案件数を順調に増やし、現行中計2025の目

標到達が見えてきています。さらに今後は、2030年度80億

円の利益目標達成に向け、成長が見込まれる新たな地域へ

の進出や開発初期段階からの参画によるIPP事業の収益性

向上の取り組み、また、発電事業以外で当社グループの知

見を活用できるインフラ事業進出による事業領域拡張など

により、一層の収益拡大を目指します。

　

ピカラブランドを主軸とした顧客基盤強化

　（株）STNetでは、「ピカラ」のブランド名のもと、光イン

ターネットの「ピカラ光ねっと」や、スマホサービスの「ピ

カラモバイル」を提供しています。これらのサービスは、四

国電力の電気などのグループ商材と組み合わせることでバ

ンドル化を進め、グループ大での顧客基盤強化を図ってい

ます。

　「ピカラ光ねっと」については、人口密度の高い四国の都

市部を中心とした提供エリアで効率的な事業展開を行って

きており、これまで堅調に契約数が拡大してきました。今

後は四国の人口減少も見据え、高速通信ニーズの高まりに

合わせた10Gbpsプランの提供エリアを拡大するなど、サー

ビスの高付加価値化を図ることで、さらなる利益拡大を目

指していきます。

　国際事業の拡大のためには、計画的なグローバル人材
の育成が不可欠です。
　短期的には国際事業部門での新卒・キャリア採用を強
化する一方、中長期的な施策としては、海外出資先への出
向・駐在による実務経験の向上、社内の火力・再エネ部門
からのサポート拡大、部門を超えたグローバル人材研修な
どに取り組んでいます。

COLUMN 　グローバル人材の育成

2025年度目標 2024年度実績

2030年度目標

40億円
達成見込み

経常利益
目標

38億円 80億円

事業環境 事業環境

取り組み方針 取り組み方針

よんでんグループの強み よんでんグループの強み
■  新興国を中心とした電力需要の増加
■  競争激化による収益性の低下
■  資機材価格高騰や円安進行による総事業費上昇
に伴う1件あたり投資規模の拡大（リスク額の増大）

■  AIの急速な普及や関連技術の著しい進歩
■  データ量の爆発的な増加と処理技術の高度化に
よる 「データドリブン社会」が本格化

❶  IPP事業における収益性向上
❷  新規事業分野への進出を通じた収益拡大

❶  これまで構築した顧客基盤のさらなる拡大による、収益規模の維持・拡大
❷  さらなる成長に向けた、拡張領域・新規事業分野への取り組み

■  電気事業を中心とした幅広い分野における技術・
ノウハウの保有

■  迅速な意思決定、パートナーシップ力

■  既存事業の顧客基盤、設備、ブランドなど
■  電気事業とのシナジー効果
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